
※60歳以上の公的年金受給者または障害年金受給者の年間収入は180万円、月額は15万円です。

３　他の機関より取得する情報

　８～９月に実施しました被扶養者資格継続調査につきましては、お忙しいなかご協力いただきありがと
うございました。
　調査の結果、収入の増加により被扶養者の資格が取消となる場合がありましたので、特に注意していた
だきたい事例についてお知らせします。

被扶養者資格継続調査から

　共済組合が他の機関より情報を取得することにより、組合員は次の添付書類を省略することができます。
ただし、地方税関係情報を取得する場合は、対象者の同意が必要となります。（それ以外の情報は同意なし
で取得できます。）
　なお、必要な情報を他の機関より取得することから、取得先の状況によっては、これまでより手続きに

時間を要する場合があります。

手続きの種類 取得できる情報 本人同意 省略できる書類

資
格
関
係

被扶養者の認定、更新

地方税

関係情報
○

所得額証明書

（課税・非課税証明書）

源泉徴収票の写し

医療給付

関係情報
×

資格喪失証明書

保険証の写し

世帯情報 × 住民票

短
期
給
付
関
係

支払未済の給付に係る受給者確認 世帯情報 × 住民票

高齢受給者の一部負担割合軽減認定

入院時食事及び生活療養費の支給決定

高額療養費の支給決定

特定疾病対象療養に係る認定

限度額適用（標準負担額）減額認定証
の認定

高額介護合算療養費の支給決定

地方税

関係情報
○

所得額証明書

（課税・非課税証明書）

※通常は組合員の標準報酬月額によ
り自動判定されるため、非課税者
等からの申告時に限られる。

出産費・家族出産費の支給決定

埋葬料・家族埋葬料の支給決定

傷病手当金の支給決定

医療給付

関係情報
×

なし
※他医療保険者の医療給付情報を確

認する。

次に該当した場合は、該当期間の初日に遡って取消になります。

連続した 12 か月の収入が 130 万円以上となった場合

収入が３か月連続して 108,334 円以上となった場合

連続した４か月のうち 108,334 円以上の月が３か月あり、その４か月分を平均した額が 108,334 円以上となった場合

被扶養者の資格が取消しとなる場合は、すみやかに所属所の共済事務担当課へ申し
出てください。

028 － 615 － 7816
上記記事に関する
お問い合わせは

保健課

給与収入（パート・アルバイト等）の収入増加により被扶養者の資格が取消となる場合
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